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表 達成度を確認する指標と目標値の設定 

指標 定義 計画と目標値の関連性 従前値 目標値 

誘導施設の
充足度 

各都市機能誘導区域における
誘導施設の充足率 

各都市機能誘導区域における誘
導施策の実施効果を誘導施設の
充足率により測定する。 

都市核:100% 
地域核:92% 

（令和元年度） 

都市核:100% 
地域核:100％ 

（令和 20 年度）

居住誘導 
区域内 

人口密度 

居住誘導区域全体の可住地
人口密度 

居住誘導区域と誘導施策の実施
効果を人口密度により測定する。 

65.8 人／ha 
（平成 27 年） 

60.0 人／ha※１
（令和 20 年度）

歩行者 
通行量 

中心商店街の調査地点６ヶ
所の通行量 
（佐世保商工会議所 中心
市街地通行量調査） 

都市機能誘導区域（佐世保中
央）における誘導施策による波及
効果を歩行者通行量により測定す
る。 

休日:51,790 人
平日:46,679 人

(令和元年） 

50,000 人 
（平日・休日平均） 

（令和 20 年） 

都市部に 
おける 
地価の 
変動率 

都市部における地価の変動率
（対前年度比） 

都市機能誘導区域及び居住誘導
区域における誘導施策による波及
効果を主要地点の地価の変動率
により測定する。 
※総合計画の目標を活用 

▲1.1％ 
（平成 30 年度）

0％ 
（令和 20 年度）

基幹的な 
公共交通 

ネットワークの
充足度 

都市核・地域核・生活核が鉄
道又は路線バスで結ばれてい
る割合 

都市機能と公共交通の利便性が
確保されている状況を測定する。 
※公共交通網形成計画の目標を
活用。 

100％ 
（平成 30 年度） 

100％ 
（令和 20 年） 

公共交通ネッ
トワークの利

用状況 

通勤・通学における公共交通
の分担率 

居住誘導区域と誘導施策の実施
効果を公共交通の基幹的な役割
における分担率により測定する。 
※公共交通網形成計画の目標を
活用。 

18.5％ 
（平成 30 年度） 

20.0％ 
（令和 20 年度） 
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表 現在の趨勢のまま推移した場合の居住誘導区域内の人口密度 



132 

 

 

■SDGｓ  

SDGs とは「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称で、2015 年 9 月の国

連サミットで採択され、国連加盟 193 か国が 2016 年から 2030 年の 15 年間で達成するために掲げた目標。 

 

 

 

  

9.1 全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展と人間の福祉を
支援するために、地域・越境インフラを含む質の高い、信頼でき、持続可能かつ強靱
（レジリエント）なインフラを開発する。 

11.3 2030 年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、全ての国々の参
加型、包摂的かつ持続可能な人間居住計画・管理の能力を強化する。 

11.5 2030 年までに、貧困層及び脆弱な立場にある人々の保護に焦点をあてなが
ら、水関連災害などの災害による死者や被災者数を大幅に削減し、世界の国内総
生産比で直接的経済損失を大幅に減らす。 

11.a 各国・地域規模の開発計画の強化を通じて、経済、社会、環境面における都
市部、都市周辺部及び農村部間の良好なつながりを支援する。 

11.b 2020 年までに、包含、資源効率、気候変動の緩和と適応、災害に対する強
靱さ（レジリエンス）を目指す総合的政策及び計画を導入・実施した都市及び人間
居住地の件数を大幅に増加させ、仙台防災枠組 2015-2030 に沿って、あらゆるレ
ベルでの総合的な災害リスク管理の策定と実施を行う。 

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエン
ス）及び適応の能力を強化する。 
 

＜立地適正化計画に特に関連する Goal と Target＞ 

出典：経済産業省「2018 年版ものづくり白書」 
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■Society5.0 

 

出典:内閣府    
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■CASE 

 

 

出典:経済産業省「2018 年版ものづくり白書」 
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行動・実践 

【Act】 

・誘導施策・事業 

・関連施策・事業 

観 察 

【Observe】 

・人口、土地利用 

・産業活動 

情勢判断 

【Orient】 

・影響・リスク分析 

・効果予測 

決 定 

【Decide】 

・誘導施策の廃止、見

直し、拡充等 


